


業販と顧客向けの共通プラットフォームの利点

• スケールメリット: 業販と顧客向けで共通のVR/AR基盤を使うことで、開発コストを抑えつつ、両市
場をカバー。例: 業販での在庫共有システムを顧客向けの車両検索に流用。

• ブランド構築: 中古車販売に特化した仮想空間プラットフォームは、信頼性と専門性で差別化可能。
例: 「VRで車両の傷を360度確認できる」機能は、業販でも顧客でも価値が高い。

• データ活用: 業販と顧客の取引データを統合し、AIで需要予測や価格最適化。特許化可能な技術例: 
「中古車市場のリアルタイムデータ解析をVRで可視化するシステム」。



注意点

• 競合の動向: 自動車業界では、トヨタやBMWがVR/ARでのショールームや試乗技術を開発中（例: 
BMWのARアプリ）。特許調査で競合の動きを把握し、独自性を確保。

• 技術の具体性: 「仮想空間での中古車取引」というアイデアだけでは特許化が難しい。具体的な技
術（例: 「ARで車両の走行データをリアルタイム重ね合わせるアルゴリズム」）を定義。

• コスト管理: 特許出願・維持費用（日本で年間約10〜20万円、国際ならさらに高額）と、プラット
フォームの収益性を比較。業販の低マージンや顧客の価格競争を考慮し、投資回収計画を。

• 法規制: 中古車取引では、車両の品質保証や消費者保護法が仮想空間でも適用。特許に法令遵守の
仕組み（例: 透明な履歴表示）を組み込むと価値が上がる



結論と次のステップ

• すぐやる: 特許調査と弁護士相談を開始。委託先とのNDAを再確認。

• 短期（数カ月）: コア技術を特定し、仮特許出願（特に米国）を検討。

• 中期（2026年まで）: 本特許出願と国際展開を計画。補助金を活用。



AutoVeritasの特許化可能性

• AutoVeritasの主な機能（エスクロー決済、AI検品、信用スコア、地域連携マップ、分割決済サポー
ト）は、中古車BtoB取引に特化した独自の技術や仕組みを含んでおり、特許化の可能性が高いです。
特に以下の要素が特許の候補になります：

• 特許化可能な技術・仕組み

• AIによる車両検品と可視化:
• 技術: 最大100枚の写真をAIで解析し、車両の状態（傷、走行距離、修理歴など）を自動評価し、

VR/ARで3D可視化（例: VRで車両を360度確認、ARで実車に品質情報をオーバーレイ）。
• 特許例: 「AIを活用した中古車状態の自動検品およびVR/AR表示システム」。類似特許として、

US20210319492A1（VRでの車両展示技術）があるが、中古車特化のAI検品は独自性が高い。
• 新規性: 一般的な画像解析を超え、中古車特有の評価基準（例: フレーム損傷の検出）をVR/AR
で統合したシステムは新規性・非自明性が認められやすい。



エスクロー決済と取引フロー

• 技術: 仮想空間でのエスクロー決済（資金保全）と、取引履歴をブロックチェーンで管理する仕組
み。VR内で契約締結・決済を完結。

• 特許例: 「中古車BtoB取引のためのエスクローとブロックチェーン統合システム」。類似特許（例: 
US20200250661A1、ブロックチェーン取引）はあるが、中古車特化＋VRは差別化可能。

• 新規性: 中古車取引の信頼性不足を解決する具体的なフロー（AI検品＋エスクロー）は独自性が強
い



信用スコアリングシステム

• 技術: 取引履歴、納車実績、評価に基づく会員ランクと信用スコアをAIで算出し、高額取引（最大1
億円）の可否を判断。VR/ARでスコアを可視化(例: 出品者の信頼度をARで表示)。

• 特許例: 「中古車BtoB取引のためのAI駆動型信用スコアリングおよびVR/AR可視化システム」。

• 新規性: 中古車業界に特化した動的スコアリングと、VR/ARでの直感的な表示は競合との差別化ポイ
ント。



地域・在庫連携マップ

• 技術: リアルタイムで中小販売店の在庫を地域別にマッピングし、VR/ARで検索・閲覧可能(例: VRで
全国の在庫を地図上で探索)。

• 特許例: 「中古車在庫の地域連携およびVR/ARマッピングシステム」。

• 新規性: 中小販売店専用の在庫共有とVR/ARでのインタラクティブ検索は、既存のオークションサイ
ト（例: オークネット）と異なる。



非特許保護の要素

• コミュニティ重視のコンセプトや中小専用のビジネスモデルは、特許より商標(例: AutoVeritasブラ
ンド)や営業秘密(取引データ、アルゴリズム詳細)で保護する方が適切。

• 収益モデル（成約手数料、分割決済料）は特許対象になりにくいが、技術的実装（例: 分割決済の
VRインターフェース）は特許化可能。



特許を取るべき理由とメリット
AutoVeritasのコンセプト(中小販売店の共助、信頼性向上)は、中古車市場の課題(信頼性不足、仕入れ
機会の制約)に直結し、特許で保護することで以下が期待できます

• 競争優位性: オークネットやUSSなどの大手オークションサイトとの差別化。大手参入を制限する
中小専用プラットフォームは特許で技術を保護することで参入障壁を構築。

• 市場価値: 日本の中古車市場（約7兆円、40,000社の中小販売店）で、信頼性と連携を武器にシェア
拡大。特許は投資家や提携先（信販会社、物流）へのアピールに。

• 模倣防止: 外部委託で開発中のため、技術流出リスクが高い。特許でAI検品やエスクローシステム
を保護し、競合や委託先の模倣を防ぐ。

• ライセンス収益: 将来、AutoVeritasの技術(例: AI検品、信用スコア)を他業界(例: 不動産、機械)や海
外市場にライセンス化可能。



特許戦略とタイミング
AutoVeritasの開発状況(外部委託中)と資金調達目標(5,000万〜1億円)を考慮し、以下の戦略を提案しま
す

• 今すぐ（2025年）:

• 特許調査: Google PatentsやJ-PlatPatで「VR自動車取引」「AI車両検査」を検索。例: 
US20200250661A1(ブロックチェーン取引)、US20210319492A1(VR車両展示)を参考に、AutoVeritas
の独自性を確認。

• 特許弁護士相談: AI検品、エスクロー、信用スコアの特許可能性を評価。日本の弁理士（費用: 約20
〜50万円）や米国での仮特許（約10〜50万円）を検討。

• プロビジョナル特許: 米国での仮特許出願を優先。AI検品やVR/AR取引フローの概要を提出し、1年
間の優先権を確保(費用: 約10〜50万円)。開発中の仕様変更に対応可能。

• NDA強化: 外部委託先との契約で、技術の所有権と特許申請権をあなた（発明者）に帰属させる。
過去の会話（5月8日）で委託先トラブルを懸念していたので、契約書を再確認。



短期（2026年）

• 本特許出願: 開発が進み、AIアルゴリズムやVR/ARインターフェースが具体化したら、日本特許庁で
本出願(費用: 約15〜50万円)。国際展開を見据え、PCT出願(約100〜300万円)で米国、欧州、アジア
をカバー。

• 補助金活用: 特許庁の「中小企業等特許情報分析活用支援事業」や、さいたま市など地方自治体の
補助金（過去質問: 3月24日、5月2日）を申請。例: 特許出願費用の50%（上限50万円）支援。



中期（2027〜2028年）

• 特化機能の追加特許: 地域連携マップや分割決済のVR/AR実装など、新機能を随時特許化。分割出願
で保護範囲を拡大。

• グローバル展開: 中古車市場は日本以外(例: 米国、ASEAN)でも需要大。PCTで多国籍保護を確保し、
海外ライセンスや提携を視野に。



業販と顧客向けの共通性への対応
「行き着く取引のやりかたは同じ」という視点に基づき、
AutoVeritasのBtoB技術をBtoC(顧客向け)に拡張する可能性

• 共通技術: AI検品（車両状態の可視化）や信用スコアは、顧客向けにも応用可能。例: VRで顧客が車
両を試乗し、ARで品質情報を確認。

• 特許の設計: BtoB特化の特許(例: 業販向けエスクロー)をBtoCにも適用できるよう、広範なクレーム
(特許の保護範囲)を設計。例: 「VR/ARでの車両取引システム(BtoBおよびBtoC)」。

• 拡張性: 将来、顧客向けプラットフォーム（例: 一般消費者向けVR中古車販売）を追加する場合、現
在のAI検品やマップ検索の特許が流用可能。BtoC展開時に追加特許は最小限で済む。



注意点とリスク管理

• 競合との差別化: オークネットやUSSは在庫規模や手数料の安さで優位。AutoVeritasは「中小専
用」「信頼の可視化」で差別化するが、特許で技術的優位性を明確に(例: AI検品の精度)。

• 開発委託リスク: 外部委託中のため、技術流出や所有権争いを防ぐ。契約書で「発明の帰属」を小
野澤様に、委託先には使用権のみ付与。過去の取引先で支払い遅延など懸念があったので、進捗管
理を徹底。

• コスト管理: 特許出願（初期費用: 約15〜50万円、維持費: 年10〜20万円）と開発資金（5,000万〜1
億円）のバランスを考慮。収益モデル（成約手数料1%など）で早期回収を目指す。

• 法規制: 中古車取引の消費者保護法や個人情報保護法がVR/ARにも適用。特許に「信頼性担保の仕組
み」（例: エスクロー、AI検品）を組み込み、規制対応を強化。



次のステップ

• 特許調査と相談: 今週中に弁理士に連絡し、AI検品、エスクロー、信用スコアの特許可能性を評価。
Google Patentsで「VR vehicle trading」を検索し、競合特許を確認。

• NDAと契約確認: 委託先との契約書を再確認。技術の所有権と特許申請権をあなたに帰属させ、機
密保持を徹底。

• 仮特許出願: 2025年中に米国プロビジョナル特許を申請（費用: 約10〜50万円）。AI検品とVR/AR取
引フローを優先。

• 補助金申請: 特許庁やさいたま市の補助金を調査・申請(例: jpo.go.jp の「中小企業支援」)。資金調
達（5,000万〜1億円）に特許費用を組み込む。

• 技術詳細の共有: AutoVeritasの具体的な技術(例: AI検品のアルゴリズム、VRインターフェースの仕
様)



結論

• AutoVeritasは中小中古車販売店の信頼性と連携を解決する独自のプラットフォームで、AI検品、エ
スクロー、信用スコアなどの技術は特許化に適しています。BtoBとBtoCの共通性を活かし、広範
な特許で将来の拡張をカバー可能。2025年中の特許調査と仮出願で優先権を確保し、2026〜2027
年に本出願を進めれば、7兆円の中古車市場での競争優位性を築けます。
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